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c ＩＣＴ・ロボット・ＡＩ等の技術の進展とそ

の導入による介護現場の業務効率化の効果

を継続的に検証し、引き続き、介護報酬上 

の評価の見直し等を検討する。 

 

(18)オンライン診療・オンライン服薬指導の特例措置の恒久化

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 

34 

オンライン診療・オンラ

イン服薬指導の特例措置

の恒久化

a オンライン診療・服薬指導については、新

型コロナウイルス感染症が収束するまでの

間、現在の時限的措置を着実に実施する。  

b 医療提供体制におけるオンライン診療の

果たす役割を明確にし、オンライン診療の適

正な実施、国民の医療へのアクセスの向上等

を図るとともに、国民、医療関係者双方のオ

ンライン診療への理解が進み、地域におい

て、オンライン診療が幅広く適正に実施され

るよう、オンライン診療の更なる活用に向け

た基本方針を策定し、地域の医療関係者や関

係学会の協力を得て、オンライン診療活用の

好事例の展開を進める。

c 情報通信機器を用いたオンライン診療に

ついては、初診からの実施は原則、かかりつ

け医による実施（かかりつけ医以外の医師

が、あらかじめ診療録、診療情報提供書、地

域医療ネットワーク、健康診断結果等の情報

により患者の状態が把握できる場合を含

む。）とする。

健康な勤労世代等かかりつけ医がいない

患者や、かかりつけ医がオンライン診療を行

わない患者で上記の情報を有さない患者に

ついては、医師が、初回のオンライン診療に

先立って、別に設定した患者本人とのオンラ

インでのやりとりの中でこれまでの患者の

医療履歴や基礎疾患、現在の状況等につき、

適切な情報が把握でき、医師・患者双方がオ

ンラインでの診療が可能であると判断し、相

互に合意した場合にはオンライン診療を認

める方向で一定の要件を含む具体案を検討

する。その上で、対面診療との関係を考慮し診

療報酬上の取扱いも含めて実施に向けた取

組を進める。 

d オンライン服薬指導については、患者が

オンライン診療又は訪問診療を受診した場

合に限定しない。また、薬剤師の判断により

初回からオンライン服薬指導することも可

能とする。介護施設等に居住する患者への実

施に係る制約は撤廃する。これらを踏まえ、

オンライン服薬指導の診療報酬について検

討する。

e オンライン資格確認等システムを基盤と

した電子処方箋システムの運用を開始する

とともに、薬剤の配送における品質保持等に

係る考え方を明らかにし、一気通貫のオンラ

イン医療の実現に向けて取り組む。

a：新型コロナウイ

ルス感染症が収束

するまでの間、継続

的に措置

b～e:令和３年度か

ら検討開始、令和４ 

年度から順次実施

（電子処方箋シス

テムの運用につい

ては令和４年夏目

途措置）

 

厚生労働省 

、 
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イ 医療機器等の広告規制の見直し

【a：早期に検討開始、令和４年年初措置、 

b：前段 令和３年度検討開始、令和４年度結論・措置、

後段：令和３年度検討開始、令和４年度結論】 

a  新型コロナウイルス感染症への対応の観点から、薬機法に基づく承認を受け

たパルスオキシメータについて、令和４年年初を目途に販売店やインターネッ

ト等における広告を可能とするよう検討する。

b  医家向け医療機器の広告規制の在り方について、単なる性能等の情報提供に

とどまらない、適正・安全に使用するための注意事項等も含めた、一般人が機器

の選択を行うために必要な情報提供の在り方について、一般人の使用による危害の

おそれが小さい機器に関する広告の規制の必要性の有無や程度を含め、検討を行

う。 

また、新型コロナウイルスに係る抗原定性検査キットのように、質の確保さ

れていない製品が広く流通している実態も踏まえ、公衆衛生上悪影響を生じる

おそれがある製品等について、その使用により国民が不利益を被ることのない

よう、法令面を含め、必要な対応を検討する。 

ウ オンライン診療・服薬指導の促進等

【a,c,d：令和３年度措置、b：令和３年度検討開始、早期に結論、 

e：令和３年度検討・結論、f：令和４年度措置】

オンライン診療・服薬指導の特例措置の恒久化等を通じ、受診から薬剤の受領ま で

の一連の過程をオンラインで完結できるようにすることで、利用者本位・患者本位の

医療の実現を図る。診療報酬上の取扱いを含め、オンライン診療・服薬指導の 

適切な普及・促進を図るための取組を進める。 

a  オンライン診療の適切な実施に関する指針（平成 30 年３月（令和元年７月改

訂））（以下「オンライン診療指針」という。）を改訂し、信頼性、安全性をベ

ースに、「かかりつけの医師」やそれ以外の医師が初診に対応することができる

場合について具体化を行う。改訂に当たっては、以下の事項を適切に盛り込む。 

・オンライン診療は、疾病や患者の状態によっては、対面診療と大差ない診療

効果がある場合も存在しうることをオンライン診療指針その他の関連文書 

（以下「指針等」という。）で明確化すること。また、初診からオンライン診

療が可能となることを踏まえ、初診は対面診療が原則であるとの考え方を見

直し、その旨を指針等に明記すること。 

・疾患や患者の状態によっては、オンライン診療のみで診療が完結する場合があ

ることを指針等で明確化すること。

・「かかりつけの医師」に当たるかどうかについては、最後の診療からの期間



35  

  

 

や定期的な受診の有無によって一律に制限されるものではないことを指針

等で明確化すること。 

・オンライン診療を行う医療機関・医師と対面診療を行う医療機関・医師は、

異なってもよいことを指針等で明確化すること。 

・医師がオンライン診療を実施するに当たり求められる診療計画について、診

療録への記載とは別に、作成することは必須ではなく、診療録に必要事項が

記載されていれば足りるものであり、また、患者に対しては、所要の情報の

口頭による提供で足りることを指針等で明確化すること。 

・医療機関の情報セキュリティについては、オンライン診療の場合に対面診療

に比べ厳格な情報セキュリティを求めることは合理性に欠けることを踏ま

え、早期にオンライン診療指針の見直しに向けた検討を行うこと。具体的に

は次の事項については少なくとも見直しを検討すること。 

➢ 情報通信及び患者の医療情報の保管について十分な情報セキュリティ対策

が講じられていることを、医師が確認しなければならないこととされている

こと。 

➢ 個人情報及びプライバシーの適切な保護の範囲 

➢ ＰＨＲ（Personal Health Record）を診察に活用する場合に、ＰＨＲの安全

管理に関する事項について医師がＰＨＲを管理する事業者に確認すること

とされていること。 

➢ 汎用サービスが端末内の他のデータと連結しない設定とすることとされて

いること。 

➢ チャット機能やダウンロード機能は原則使用しないこととされていること。 

➢ オンライン診療システム事業者がシステム全般のセキュリティリスクに対

して責任を負うこととされていること。 

・患者の本人確認の方法について、顔写真付きの身分証明書を有しない場合に２

種類以上の身分証明書を用いることとすることは対面診療に比べ厳格であ

ることを踏まえ、早期にオンライン診療指針の見直しに向けた検討を行う必

要があること。 

・診療前相談を効果的にかつ効率的に行うため、実際の診療前相談に先立って、医

師の判断で、事前にメール、チャットその他の方法により患者から情報を収集

することは可能であることを指針等で明確化すること。 

b  高齢者の医療の確保の観点から、通所介護事業所内におけるオンライン診療

に関する課題を整理する。 

c  ＡＤＨＤ（Attention deficit hyperactivity disorder：注意欠陥多動性障

害）治療薬に関する民間組織（厚生労働省の薬事承認条件に基づき設置）の事

実上の規制により、現行のオンライン診療指針に準拠したオンライン診療であっ

ても必要な薬剤を入手できない現状に関し早急な是正を求める意見があるこ

とについて、当該民間組織に対して情報提供を行うとともに、現在改訂が進め

られているオンライン診療指針との整合性も踏まえた運用となるよう検討 
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を促す。 

d  今年度内に、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律施行規則」（昭和 36 年厚生省令第１号）及び関連通知の改正により、オン

ライン服薬指導についての新型コロナウイルス感染症を受けた特例措置 

（「新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての電話や情報通信機器を用いた

診療等の時限的・特例的な取扱いについて」（令和２年４月 10 日厚生労働省事

務連絡））の恒久化を実現する。具体的には、現在、原則は対面による服薬指

導となっているが、患者の求めに応じて、オンライン服薬指導の実施を困難とす

る事情の有無に関する薬剤師の判断と責任に基づき、対面・オンラインの手段のい

ずれによっても行うことができることとする。また、処方箋については、医療機関

から薬局へのＦＡＸ等による処方箋情報の送付及び原本の郵送が徹底されるこ

とを前提に、薬局に原本を持参することが不要であることを明確化する。さらに、

服薬指導計画と題する書面の作成は求めず、服薬に関する必要最低限の情報等の

記載でも差し支えないこととする。加えて、薬局開設者が薬剤師に対しオンライ

ン服薬指導に特有の知識等を身に付けさせるための研修材料等を充実させるこ

ととし、オンライン服薬指導を行うに当たって研修の受講は義務付けない。 

e  薬剤師の働き方改革等の観点を含め、在宅（薬剤師の自宅等）での服薬指導

を早期に可能とする方向で検討する。検討に当たっては、対面及びオンライン

での薬局内における服薬指導の実態を踏まえ、患者の個人情報保護の方法や薬剤

がない場合に服薬指導をどのように行うことが適切かなどの課題について、議論

を進める。 

f  医療用医薬品においてオンライン服薬指導が可能とされていることを踏まえ、

要指導医薬品についてオンライン服薬指導の実施に向けた課題を整理する。 

 
エ 電子処方箋の普及及び医療分野における資格確認・本人認証手段の見直し 

【a：目標設定については令和３年度内に措置、以降継続的に措置、 

b：令和３年度内に検討・結論、 

c：早期に検討を開始し、令和５年１月までに措置、 

d：令和３年度検討開始、早期に結論】 

a  令和５年１月の電子処方箋システムの稼働をにらみ、紙処方箋から電子処方

箋への迅速かつ全面的な転換を実現するため、電子処方箋システムの医療機

関・薬局への導入及び電子処方箋システムの稼働に合わせ整備予定の処方・調剤

情報のシステムへの登録数に関する年度ごと（令和５年度当初から毎年度） の数

値目標を設定し、毎年度更新する。また、併せて毎年度の電子処方箋発行数を参

考指標として公表する。 

b 電子処方箋の発行に必要な資格確認・本人認証の手段として、ＨＰＫＩ 

（Healthcare Public Key Infrastructure：保健医療福祉分野の公開基盤）以

外にどのような方法があり得るか、医療機関による本人確認の活用やクラウド 
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第３章 取り組む施策 5 

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止 

１．医療提供体制の確保等 

（１）医療提供体制の強化 

新型コロナウイルス感染症は喫緊かつ最重要の課題であり、常に

最悪の事態を想定して次の感染拡大に備える必要がある。ワクチン

接種の進展による抑制効果等も踏まえ、今後、感染力が２倍になっ

た場合にも対応可能な医療提供体制の強化を図る 6。 

「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」により、都道府

県による病床・医療人材の確保、在宅療養者への対応等の取組を推進

するとともに、公立公的病院の新型コロナウイルス感染症専用病床化

を進める。都道府県に設置する臨時の医療施設の整備を推進するとと

もに、当該施設等に医療人材を派遣できるようにする。Ｇ－ＭＩＳ7等

を活用し、病床の確保・使用状況等の医療体制の稼働状況を徹底的に 

「見える化」し、本年 12 月から医療機関別の病床の確保・使用率を毎

月公表する。病床利用率を勘案した病床確保料の見直し 8等により、 

感染拡大時には確保病床の８割以上を確実に稼働できる体制を構築 

5 本対策は、特に緊要性の高い施策として補正予算に計上されるもの等を対象としており、 

第３章においては、主要な取組を記述するとともに、それに紐づく具体的な施策を列記して

いる。 
6 「全体像」では、感染力が２倍を大きく超え、例えば感染力が３倍となるなど、それ以上 

の感染拡大が生じた場合には、強い行動制限を機動的に国民に求めるとともに、国の責任に

おいて、コロナ以外の通常医療の制限の下、緊急的な病床等を確保するための具体的措置を

講ずることとしている。 
7 医療機関等情報支援システム（Gathering Medical Information System）。全国の医療機 

関から、病院の稼働状況、病床や医療スタッフの状況、医療機器や医療資材の確保状況等を

一元的に把握・支援する情報システム。 
8 病床利用率が一定の基準を満たさない場合（病床の機能と患者像に乖離があるなど都道府 

県がやむを得ないと判断した場合を除く。）に病床確保料の単価を見直すほか、確保病床に

対する休床病床の割合に上限を設定する。 

7 

 

 



する。 

都道府県の保健・医療提供体制計画において、医療人材派遣に協力

可能な医療機関数、派遣者数を具体化するとともに、人材確保・配置

調整等を一元的に担う体制を構築する。緊急的なニーズに備え、潜在

看護師等の活用や複数施設間の応援派遣や都道府県をまたいだ広域

調整など、新型コロナウイルス感染症対応の医療人材確保の体制を構

築するとともに、酸素濃縮装置等の医療用物資の確保を行う。 

自宅・宿泊療養者については、保健所のみの対応から転換し、地域

の医療機関等と連携し、健康観察や診療を実施する。症状の変化に迅

速に対応し、重症化を未然防止する観点から、パルスオキシメーター

を全ての自宅療養者に配布できる数量を確保する。その際、新型コロ

ナウイルス感染症を受けた特例措置で実施するオンライン診療を活

用するとともに、薬局における薬剤配送等により、患者が薬局に来所

しなくても経口薬等を入手できる環境整備を行う。また、オンライン

診療・服薬指導の特例措置の恒久化等を通じ、受診から薬剤の受領ま

での一連の過程をオンラインで完結できるようにすることで、利用者

本位・患者本位の医療の実現を図る。診療報酬上の取扱いを含め、オ

ンライン診療・服薬指導の適切な普及・促進を図るための取組や、電

子処方箋の発行の際に必要となる医師の資格確認の利便性向上（医療 

機関による本人確認の活用等の検討）を進める。 

・ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）（厚生労働省）

・ 新型コロナウイルス感染症対応看護職員等の人材確保（厚生労働省）

・

・ 

医療用物資等の備蓄等事業（厚生労働省）

薬局における自宅療養等の患者に対する薬剤交付支援事業（厚生労働省）

・ 医療ＤＸの基盤構築（厚生労働省）

・ 医療・福祉事業に対する福祉医療機構（ＷＡＭ）による無利子・無担保等の危

機対応融資（厚生労働省）

等 
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